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論文内容の要旨
【目　的】
現実に発生した麻酔領域の医事紛争の判決を分析、検討することにより医事紛争を防止すること
は重要と考える。特にその判決内容において傷害の程度とその原因、患者の訴え、司法の判断およ
び麻酔薬の添付文書への言及の状況を検討分析することは、医療側の今後の対応を模索する上で重
要と考え検討を行った。
【方　法】
1963年から1997年までの法律雑誌に掲載された麻酔科債域の判例を研究対象とした。判例を麻
酔方法別、年代別に分類し医事紛争の原因、、麻酔科医の関与、患者の訴え、司法の判断および添付
文書への言及を麻酔科医の観点から分析した。
【結　果】
手術を目的とした麻酔領域の訴訟症例は75症例84判決あり、それらの訴訟症例の麻酔方法別分
類を年代別推移でみると、全身麻酔症例は増加していたが、それ以外の麻酔方法の症例は減少して
いた。麻酔方法別死亡率をみると平均で73％、全身麻酔法の症例では83％であった。次に麻酔科
医の関与を麻酔方法別にみると、全身麻酔以外の訴訟症例はすべて非麻酔科医の症例であった。そ
の全身麻酔症例でも非麻酔科医の管理した症例は医療側敗訴率が麻酔科医より高かった。医療側敗
訴率は、麻酔法全般で平均56％であったが、近年では増加していた。全身麻酔症例の原因別分類
でみると、術中呼吸管理および術後管理の関与した原因症例では、ほとんど医療側が敗訴していた。
全身麻酔における患者の訴えをみると、多くの患者は複数の理由で提訴していた。術前管理での注
意義務違反や問診義務違反、説明義務違反について患者からの訴えは多かったが、判決で認められ
たものは少なかった。しかし術中呼吸管理、術後管理に関する注意義務違反は、認められていた。
脊椎麻酔症例の患者の訴えでは、術前検査に関する注意義務違反、問診義務違反が全身麻酔症例と
比較してかなり認められていた。
その脊椎麻酔症例で、術中循環管理において注意義務の根拠を医薬品の添付文書に求める判例が
あり、次に添付文書との関連で判例の検討を行った。麻酔科関連領域にまで判例の検索を広げ、
82症例94判決で検討を行った。添付文書に言及している判決は全年代では22％で、1990年代では
増加していた。言及されていた19判決中14判決で義務違反ありとされ、違反ありとされた判決14
判決中11判決で医療側が敗訴していた。添付文書の項目でみると、『使用上の注意』に関するその
注意義務違反がもっとも多かった。添付文書の記載内容は年代により、出典の明示なく改訂され、
同じ脊椎麻酔薬であっても使用法に関する記載が異なっていた。
【考　察】
今回、法律雑誌から入手した医事紛争の症例の判決を収集した。法律雑誌に掲載されていること
は、裁判所が重要な事例と判断していると考えられるので、この方法は今後の医療裁判の流れをあ
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る程度予測できるというメリットがあると考えた。また麻酔に対する司法の判断を直接知ることに
ょり、患者や裁判関係者が、麻酔領域の医療水準をどのように把握しているかを認識することがで
きた。年代的分析では、患者の権利意識の向上が反映していると考えられた。また、患者の訴えは、
麻酔方法や麻酔薬の選択にまで言及しており、基本的な麻酔知識を有する専門医である麻酔科医に
ょる麻酔管理が医療側として重要であると考えられた。また判例では医薬品の添付文書は、その医
’薬品に関するもっとも高度な情報を有すると認定されており、添付文書がその年代の医療水準を反
映していると重視されていた。そのため、訴訟の場では患者も司法も医療側の添付文書の遵守を要
求しており、その記載外使用や、医薬品の使用上の注意に関しては慎重な対応が必要となることが
判明した。
添付文智の改訂においては、出典の明示、国際的な整合性、学会の関与、継続的な更新などが重
要視されるべきと思われた。
監結　論】
麻酔領域に関する判決を検討した。脊椎麻酔症例では、問診義務違反が判決で認められており、
すべて非麻酔科医により管理されていた。全身麻酔症例では、問診義務違反が認められた症例は少
なかったが、麻酔科医が関与していた訴訟は増加していた。患者の訴えと判決より、麻酔科医によ
る麻酔管理と術中0術直後のモニターの充足が重要と考えられた。その判決内容に言及されていた
薬剤の添付文湘こ注目すると、添付文跡こ言及している判決の割合は増加していた。言及されてい
た添付文封の項目では『使用上の注意』がもっとも多かった。この項目に関して注意義務違反があ
るとされた割合は高率であり、しかも医療側敗訴症例が多かった。
論文審査の結果の要旨
医叫紛争の判決文を詳細に分析、検討することはそのリスクマネージメントを行う上で不可欠と
考える。申請者は、麻酔科医の立場から、1963年から1997年までの法律雑誌に掲載された麻酔領
域の判例75症例を収集し、retrOSpeCtiveな検討を加えた。その結果、
1）全身麻酔、脊椎麻酔の両事例とも術中術後呼吸管理に関して、有責判断率が高い。
2）全身麻酔事例では、非麻酔科医によるものが麻酔科医によるものより、医療側敗訴率が高い。
3）麻酔関連薬剤の添付文書を事例発生当時の医療水準と位置付け、添付文書中の注意事項に言及
し、注意義務違反として有責判断する判決が増加している。
などの判決の変遷の傾向を兄いだした。これによって、麻酔の実施には麻酔科医による麻酔管理と
術中・術後のモニターの装備および添付文書の重要性の認識とその詳細な理解が必要であることを
述べ、また、医療界から法曹界への医療の現状の啓発が必要であり、添付文書に関しては、科学的
根拠に基づいた出典の明示が必要であると述べている。
我が国での麻酔開通領域でこうした学際的研究報告は最初である。論文では、麻酔科医による麻
酔管理、モニターの装備、医療水準と認識された添付文書の遵守が今後の司法の流れとなることを
示唆しており、それらのことが麻酔事故の減少、患者の傷害の軽減につながり、麻酔科でのリスク
マネージメントの構築に役立つものとしている。これらは、麻酔科のみならず他の診療科にも有用
な知見を提供するものと考えられる。
よって、博士（医学）を授与することにふさわしいと考える。
なお、本学位授与申請者は、平成12年11月15日実施の論文内容とそれに関連した試問を受け、
合格と認められたものである。
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